
【別紙】

大分県エネルギー産業企業会

エコエネルギー普及啓発イベント開催事業委託業務

仕様書

１ 業務名

    エコエネルギー普及啓発イベント開催事業委託業務

   ※「エコエネルギー」とは、大分県エコエネルギー導入促進条例第二条に規定するエネル

ギーをいう。

２ 委託期間

    契約締結の日から令和９年１月２９日まで

３ 目的

大分県は豊富な地熱やバイオマス資源などを元にした再生可能エネルギーの導入が進み、

その自給率は全国トップクラスとなっている。また、エコエネルギーは、エネルギーの安定

確保、地域資源を生かした持続可能な地域づくりに重要な役割を担うことが期待されている。

一方で、エコエネルギーのさらなる普及・拡大を図るためには、県民一人ひとりがその必

要性や有用性について理解を深め、身近なものとして関心を持つことが重要である。

本事業は、県民等を対象としたエコエネルギー普及啓発イベントを開催し、再生可能エネ

ルギーや水素などのエコエネルギーに関する情報や体験の機会を提供することにより、その

理解促進と関心の醸成を図り、エコエネルギーの普及につなげることを目的とする。

４ 業務内容

（１）エコエネルギー普及啓発イベントの開催

・１２月５日（土）に Garraway0（ギャラウェイゼロ）を会場とし、エコエネルギー普及啓発

イベントを開催する。

・エコエネルギー普及啓発イベントの来場対象者は、県民、企業、自治体など幅広い層を対

象とし、発注者の意向を踏まえ、自由な発想により企画案を作成し、発注者の承認を得た

上で内容を確定させること。なお、企画案は、県内におけるエコエネルギーの社会受容性

向上を目的とするため、以下の内容を含めること。

① 一般的なエコエネルギーの紹介や県内で進められているエコエネルギーに関連する

取組の紹介。

② 同日にトヨタカローラ大分 祝祭の広場にて開催される大分県主催（環境政策課所管）

のグリーンアップおおいたデイとの連携。県保有の燃料電池自動車 2 台は左記イベ

ントへ貸出予定。

③ エコエネルギー関連機器の展示やエコエネルギー体験イベントを実施。ただし、開催

時期及び屋内会場の特性を生かした内容とすること。

例）水素焙煎コーヒーの試飲やエコエネルギーを体験するワークショップ等、県民や



企業が関心を持ちやすい内容とすること。

④ 著名人がエコエネルギーを紹介・体験する等のステージイベントを実施。

⑤ エコエネルギーに関する企画の構成割合は、おおむね、水素 5割、地熱 3割、小水力

発電等のその他エコエネルギー2 割程度を目安とすること。

・イベントの名称については、企画提案内容によるものを仮称とし、最終的な名称は、受注

者からの提案を元に協議のうえ、決定する。

・イベントの事務局運営については以下を実施すること。

  ア イベントに関する問い合わせ窓口の設置・問い合わせ対応

  イ イベントプログラム及び会場レイアウトの作成

  ウ イベント運営に必要な人員の手配

  エ 来場者数の集計

  オ アンケートの実施

（２）エコエネルギー普及啓発イベントの広報

・各種広報媒体を活用し、効果的な広報宣伝を計画・実施すること。

（３）会場の確保について

  ・大分県エネルギー産業企業会において、すでに１２月５日（土）の Garraway0 は確保済み

であることに留意すること。

５ 実施体制

本事業を円滑に遂行するため、以下の体制を整えること。

（１） 業務全体の責任者の配置

（２） 業務執行に必要な人員の確保

６ 経費負担

本事業の実施に係る一切の経費は、本業務委託料で対応すること（会場施設利用料を含む）。

ただし、受託者の責めに帰す理由で発生したキャンセル料や遅延損害金等は本業務委託料の対

象としない。

７ 成果品

受託者は、委託業務を完了したときは、速やかに成果品として実績報告書（任意様式）の印

刷物１部（Ａ４版）及び電子機器媒体一式を発注者に提出しなければならない。

なお、実績報告書には次の内容を盛り込むこと。

（１） セミナー及びイベントの企画運営に関する内容

（２） セミナー及びイベントの当日写真（併せて、大分県エネルギー産業企業会 HP に掲載可

能な写真データを提出すること）

（３） 広報の実績

（４） アンケート集計・分析結果

（５） 大分県及び大分県エネルギー産業企業会 HP に掲載可能なコンテンツデータ

（６） その他発注者が必要と認めるもの



８ 契約に関する条件等

（１）本業務に関するトラブル等に関しては、受注者が責任を持って対応すること。

（２）受注者は、個人情報の保護や労働基準法、労働関係調整法、労働契約法、水素ガスの取

扱に関する諸法令等を遵守すること。

（３）本事業を通して知り得た個人情報については、他に漏洩してはならない。

（４）個人情報については、他の目的で使用すること及び売買することを禁止する。

（５）上記（３）及び（４）については、本事業の委託契約が終了した後も同様とする。

なお、個人情報が記載された資料については、事業完了後、発注者に返還すること。

（６）委託業者に関連する書類・領収書等は、委託事業の完了した日の属する会計年度の

翌年度から５年間保存するものとする。

９ その他

仕様に定めのない事項、疑義が生じたときは、発注者・受注者協議の上、決定するものとする。


